
今治市社会福祉協議会

別紙1

現況報告書様式（平成29年4月1日現在）

１．法人基本情報

(1)都道府県区分 (2)市町村区分 (3)所轄庁区分 (4)法人番号 (5)法人区分 (6)活動状況

(7)法人の名称

(8)主たる事務所の住所

(9)主たる事務所の電話番号 (10)主たる事務所のＦＡＸ番号 (11)従たる事務所の有無

(12)従たる事務所の住所

(13)法人のﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ

(15)法人の設立認可年月日 (16)法人の設立登記年月日

２．当該会計年度の初日における評議員の状況

(1)評議員の定員 (2)評議員の現員 (3-6)評議員全員の報酬等の総額（円）
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今治市社会福祉協議会

愛媛県 今治市 南宝来町1丁目9番地8
0898-22-6018 0898-22-6022 1 有

38 愛媛県 202 今治市 38202 8500005005333 02 社会福祉協議会 01 運営中

愛媛県 今治市 波方町樋口甲253番地

愛媛県 今治市 大西町宮脇甲501番地2

愛媛県 今治市 朝倉下乙112番地2

愛媛県 今治市 玉川町大野甲86番地1

愛媛県 今治市 宮窪町宮窪3544番地2

愛媛県 今治市 伯方町木浦甲3930番地1

愛媛県 今治市 菊間町池原34番地

愛媛県 今治市 吉海町名1466番地

愛媛県 今治市 関前岡村甲2525番地1
http://www.imabari-shakyo.jp/ (14)法人のﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ imsyakyo@icknet.ne.jp

愛媛県 今治市 上浦町甘崎3878番地1

愛媛県 今治市 大三島町野々江2435番地2

(3-2)評議員の職業

近藤　健太郎 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで

平成16年9月24日 平成17年1月17日

7～30 30 468,000

(3-1)評議員の氏名 (3-3)評議員の任期 (3-4)評議員の所

轄庁からの再就職

状況

(3-5）他の社会福祉法人の

評議員・役員・職員との兼務状

況

(3-7)前会計年度における評

議員会への出席回数

林　秀樹 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0

4

白石　卓夫 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0

達川　輝雄 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
3

杉野　三郎 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

森　敏夫 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

青野　光雄 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

原田　節夫 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

村上　政昭 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

伊藤　雅章 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
2

結田　静夫 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

福岡　勲 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
3

西川　禎三 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

竹島　宏 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

平野　勇夫 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
3

檜垣　昌俊 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

佐々木　哲広 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0

白石　勝好 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
3

横田　晴志 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

小山田　憲正 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
3

加藤　和敏 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0

山田　義一 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
3

木村　敬 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

鴨井　智峯 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0

重見　公明 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0

多田　匡樹 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
4

藤村　和男 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0

菅　マリハ H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0

越智　俊也 H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0

平原　ヒサ H29.4.1 平成32年会計年度の決算に関する定時評議員会まで
0



今治市社会福祉協議会

３．当該会計年度の初日における理事の状況

(1)理事の定員 (2)理事の現員 (3-12)理事全員の報酬等の総額（円）
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～

～
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～
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４．当該会計年度の初日における監事の状況

(1)監事の定員 (2)監事の現員 (3-6)監事全員の報酬等の総額（円）

～

～

５．前会計年度・当会計年度における会計監査人の状況

６．当該会計年度の初日における職員の状況

(1)法人本部職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

(2)施設・事業所職員の人数

①常勤専従者の実数 ➁常勤兼務者の実数 ③非常勤者の実数

常勤換算数 常勤換算数

７．前会計年度の評議員会の状況

(3-1)理事の氏名

(3-2)理事の役職
(3-3)理事長への就任

年月日

(3-4)理事の

常勤・非常勤

(3-5)理事選任の評議

員会議決年月日
(3-6)理事の職業

(3-7)理事の

所轄庁からの

再就職状況

(3-8)理事の任期 (3-9)理事要件の区分別該当状況

(3-10)各理

事と親族等特

殊関係にある

者の有無

(3-11)理事報酬等の支給形態

(3-13)前会

計年度におけ

る理事会への

出席回数

6~15 14 4,898,299 2 特例無

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 6
眞鍋　誠子

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 5
藤井　信子

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 1 社会福祉事業の経営に関する識見を有する者 2 無 6
越智　正規

2 業務執行理事（常務理事等含む。） 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 3
丹下　甫澄

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 6
福田　安民

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 1
村上　恵子

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 4
菅　拓也

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 3
徳永　繁樹

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 6
新居田　利忠

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 6
越智　清隆

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 6
片上　修二郎

1 理事長（会長等含む。） 平成29年3月31日 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 6
門田　迪郎

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 1
村上　満

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

2 2 36,000

(3-1)監事の氏名

(3-2)①監事の職業 (3-2)②監事の所轄庁からの再就職状況

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 2 事業区域における福祉に関する実情に通じている者 2 無 6
阿部　庄二郎

3 その他理事 2 非常勤 平成29年3月24日

(3-3)監事選任の評議

員会議決年月日

(3-4)監事の任期 (3-5)監事要件の区分別該当状況

(3-7)前会計年度にお

ける理事会への出席回

数

村越　卓郎
平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで

(2-2)当会計年

度の会計監査人

の監査報酬額

（円）

38 0 4

5 財務管理に識見を有する者（税理士） 1

井出　志浪
平成29年3月24日

H29.3.31 平成28年会計年度の決算に関する定時評議員会まで 3 社会福祉事業に識見を有する者（その他） 6

0.0 3.0

181 0 244

0.0 147.0

(1-1)前会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人

名）

(1-2)前会計年

度の会計監査人

の監査報酬額

（円）

(1-3)前年

度決算にかか

る定時評議

員会への出

席の有無

(2-1)当会計年度の会計監査人の氏名（監査法人の場合は監査法人名）

平成28年5月30日 35 4 0 平成27年度事業報告、収支決算報告、平成28年度資金収支補正予算第１号

(1)評議員会ごとの評議

員会開催年月日

(2)評議員会ごとの評議員・理事・監

事・会計監査人別の出席者数 (3)評議員会ごとの決議事項

評議員 理事 監事 会計監査人

平成29年1月25日 34 4 0 財産の取得、定款施行細則の一部変更

平成28年12月12日 37 4 0 定款の一部変更
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(4)うち開催を省略した回数

８．前会計年度の理事会の状況

(4)うち開催を省略した回数

９．前会計年度の監事監査の状況

(1)監事監査を実施した監事の氏名

(2)監査報告により求められた改善すべき事項

(3)監査報告により求められた改善すべき

　　　事項に対する対応

１０．前会計年度の会計監査の状況

(1)会計監査人による会計監査報告における意見の区分

(2)会計監査人による監査報告書

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(1)社会福祉事業の実施状況

平成29年1月25日 34 4 0 財産の取得、定款施行細則の一部変更

0

(1)理事会ごとの理事会

開催年月日

(2)理事会ごとの理事・監事

別の出席者数 (3)理事会ごとの決議事項

理事 監事

平成29年3月24日 33 4 0 理事の選任、平成28年度資金収支補正予算第2号、平成29年度事業計画並びに収支予算

平成28年12月12日 16 1
定款の一部変更、評議員選任・解任委員会運営規程の制定、職員の育児休業等に関する規程の一部変更、職員の介護休業等に関する規程の一部変更、職員就

業規則の一部変更

平成29年1月25日 14 1 財産の取得、定款施行細則の一部変更、評議員の選任、評議員選任・解任委員会委員の選任、職員給与規程の一部変更、嘱託職員給与規程の一部変更

平成28年5月30日 16 1 平成27年度事業報告、収支決算報告、平成28年度資金収支補正予算第１号、評議員の選任

平成28年9月16日 19 1 平成28年度今治市社会福祉大会における表彰及び感謝該当者、評議員の選任

0

倉橋　剛

井出　志浪

特になし

特になし

特になし

平成29年3月24日 18 1
評議員候補者の推薦、平成28年度資金収支補正予算第2号、平成29年度事業計画並びに収支予算、職員給与規程の変更、評議員選任・解任委員会運営規程

の変更

平成29年3月31日 12 2 会長及び副会長の選任、常務理事の指名、職務を代行する者の氏名、経理規程の変更

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型

コード分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

ウ　延べ床面積

イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月

日（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

（イ）修繕費合計額

（円）

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ

総数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円）
（ウ）補助金額

（円）
（エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円）

平成17年1月16日 0 0

ア建設費

愛媛県 今治市 南宝来町一丁目9番地8 1 行政からの賃借等 1 行政からの賃借等

002
地域福祉

事業

06000001 社会福祉事業 地域福祉事業

愛媛県 今治市 南宝来町一丁目9番地8 1 行政からの賃借等

イ大規模修繕

001
法人運営

事業

06000001 社会福祉事業 法人運営事業

イ大規模修繕

1 行政からの賃借等 平成17年1月16日 0 0

ア建設費

003 介護事業

06000002 高齢者及び障がい者介護事業 介護事業
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１１．前会計年度における事業等の概要　－　(2)公益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(3)収益事業

１１．前会計年度における事業等の概要　－　(4)備考

11-2．うち地域における公益的な取組（地域公益事業含む）（再掲）

１２．社会福祉充実残額及び社会福祉充実計画の策定の状況 （社会福祉充実残額算定シートを作成するまで編集することはできません）


（1）社会福祉充実残額の総額（円）

（2）社会福祉充実計画における計画額（計画期間中の総額）

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（3）社会福祉充実残額の前年度の投資実績額

　　①社会福祉事業又は公益事業（社会福祉事業に類する小規模事業）（円）

　　②地域公益事業（円）

　　③公益事業（円）

　　④合計額（①＋②＋③）（円）

（4）社会福祉充実計画の実施期間 ～

１３．透明性の確保に向けた取組状況

(1)積極的な情報公表への取組

　①任意事項の公表の有無

　　㋐事業報告

　　㋑財産目録

　　㋒事業計画書

　　㋓第三者評価結果

　　㋔苦情処理結果

　　㋕監事監査結果

　　㋖附属明細書

(2)前会計年度の報酬・補助金等の公費の状況

　①事業運営に係る公費（円）

　➁施設・設備に係る公費（円）

平成17年1月16日 0 0

ア建設費

愛媛県 今治市 南宝来町一丁目9番地8 1 行政からの賃借等 1 行政からの賃借等

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型

コード分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

イ大規模修繕

003 介護事業

⑦事業所単

位での定員

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ

総数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円）
（ウ）補助金額

（円）
（エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

（イ）修繕費合計額

（円）

004

福祉セン

ター管理・

運営

04330201 福祉センター管理運営事業等 福祉センター管理・運営

愛媛県 今治市 南宝来町一丁目9番地8 1 行政からの賃借等

イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月

日（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

イ大規模修繕

1 行政からの賃借等 平成19年4月1日 0 0

ア建設費

⑧年間(4月～3

月）利用者延べ

総数（人／年）
⑨社会福祉施設等の建設等の状況（当該拠点区分における主たる事業（前年度の年間収益が最も多い事業）に計上）

ア　建設費 （ア）建設年月日 （イ）自己資金額（円）
（ウ）補助金額

（円）
（エ）借入金額（円） （オ）建設費合計額（円） ウ　延べ床面積

③事業所の所在地

④事業所の

土地の保有

状況

⑤事業所の

建物の保有

状況

⑥事業所単位での事業開

始年月日

⑦事業所単

位での定員

（イ）修繕費合計額

（円）

005

福祉用具

販売貸与

事業

05340101 収益事業 福祉用具販売貸与事業

愛媛県 今治市 南宝来町一丁目9番地8 1 行政からの賃借等

イ　大規模修繕
（ア）－１修繕年月日

（１回目）

（ア）－２修繕年月日

（２回目）

（ア）－３修繕年月

日（３回目）

（ア）－４修繕年月日

（４回目）

（ア）－5修繕年月日

（５回目）

①-1拠点

区分コード

分類

①-2拠点

区分名称

①-3事業類型

コード分類
①-4実施事業名称 ➁事業所の名称

イ大規模修繕

1 行政からの賃借等 平成17年1月16日 0 0

ア建設費

ボランティアの育成に関す

る事業

ボランティア活動の振興事業 今治市内

ボランティア養成・需要調整、福祉教育の実施等・啓発・活動支援
生活に関する調整等を

支援する事業

法人後見事業 今治市内

判断能力が不十分な方に代わり、財産の管理や身上監護を行う

①取組類型コード分類

➁取組の名称 ③取組の実施場所(区域)

④取組内容

地域における公益的な

取組

社会福祉を目的とする事業 今治市内

サロン活動助成事業、在宅訪問（配食）活動助成事業、介護機器（緊急時短期）貸出事業等

1 有

0

0

0

0

0

0

社会福祉の増進に資す

る人材育成・確保事業

社会福祉の増進に資する人材の育成事業 今治市内

介護職員初任者研修事業
社会福祉に関する調査

研究等

社会福祉に関する調査研究等 今治市内

地域福祉活動計画の策定等

1 有

1 有

1 有

2 無

1 有

1 有

0

0

0

146,707,442

1,460,000



今治市社会福祉協議会

　③国庫補助金等特別積立金取崩累計額（円）

(3)福祉サービスの第三者評価の受審施設・事業所について

１４．ガバナンスの強化・財務規律の確立に向けた取組状況

(1)会計監査人非設置法人における会計に関する専門家の活用状況

　①実施者の区分

　➁実施者の氏名（法人の場合は法人名）

　③業務内容

　④費用［年額］（円）

(2)法人所轄庁からの報告徴収・検査への対応状況

　①所轄庁から求められた改善事項

福祉用具販売貸与事業拠点区分貸借対照表において、「棚卸資産」（期末商品棚卸高）を

「その他流動資産」として計上しているが、新会計基準の適用により「商品・製品」に振替されたい。

　➁実施した改善内容

１５．その他

退職手当制度の加入状況等（複数回答可）

① 社会福祉施設職員等退職手当共済制度（(独)福祉医療機構）に加入

② 中小企業退職金共済制度（(独)勤労者退職金共済機構）に加入

③ 特定退職金共済制度（商工会議所）に加入

④ 都道府県社会福祉協議会や都道府県民間社会福祉事業職員共済会等が行う民間の社会福祉事業･施設の職員を対象とした退職手当制度に加入

⑤ その他の退職手当制度に加入（具体的に：●●●　　）

⑥ 法人独自で退職手当制度を整備

⑦ 退職手当制度には加入せず、退職給付引当金の積立も行っていない

グループホーム　ゆいの里 2015

小規模多機能型居宅介護　ゆいの村 2016

23,225,475

施設名 直近の受審年度

グループホーム　ゆいの家 2015

図っていく必要があるため、各種団体の代表である評議員の出席率を高めるように努めること。

組織運営

社会福祉充実計画について

社会福祉充実残額の発生が見込まれるので、社会福祉充実計画を想定した事業展開やこれに伴う資金計画等

について検討しておくこと。

管理

経営・組織

理事会・評議員会について

理事会の欠席又は書面による議決権の行使を継続している理事がいるので、事情を確認し改善すること。

また、評議員会の欠席率が高いが、社会福祉協議会は、地域福祉の推進役として、地域の関係団体等と連携を

体制について整備すること。

決算について

12月に開催する理事会において状況を説明し、理事の出席の向上を促す。併せて、評議員の

出席率を高めるために、評議員会において役割等を説明し、会への出席を促すよう継続して努める

ことを説明した。

前年度決算を基に、充実残高の算出方法を確認し、事業展開や金額等について検討を行う。

契約事務について

契約事務において、会長の専決の権限を超えるものについて会長が専決しているものが見受けられたが、

理事会議案とされたい。また、会長専決分について、重要なものについては理事会に報告されたい。

会計事務について

毎月末日までに発生した債務について、翌月にまとめて支払っている。その際の金融機関への振替依頼事務が

会計システムから切り離して行われており、その正確性の検証に時間を要する状況になっているので、これの

3月に当年度決算見込ににより試算を行い、社会福祉充実計画の作成施行を行う。理事会には、

平成29年6月中に諮り決定を行うこととしたい。会長の専決権限を超えるものは、理事会議案し、

専決分についても重要なものについては理事会に報告するよう徹底する。また、契約事務の状況を

調査し、適切な専決権限へ見直しを検討した。振替依頼内容と未払い金等の会計処理内容が

確認できるよう手順を改善し、適切な検証を経て支払いが行えるよう体制の改善を行った。

28年度会計より「棚卸資産」は「商品・製品」科目に計上するよう改めた。


